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○参考条文 

 

日本国憲法 

 

前文 

そもそも国政は、国民の厳粛な信託によるものであつて、その権威は国民に由来

し、その権力は国民の代表者がこれを行使し、その福利は国民がこれを享受する。

これは人類普遍の原理であり、この憲法は、かかる原理に基くものである。 

 

第 15 条 公務員を選定し、及びこれを罷免することは、国民固有の権利である。  

２ すべて公務員は、全体の奉仕者であつて、一部の奉仕者ではない。  

 

第 41 条 国会は、国権の最高機関であつて、国の唯一の立法機関である。  

 

第 73 条 内閣は、他の一般行政事務の外、左の事務を行ふ。  

一 法律を誠実に執行し、国務を総理すること。 

四 法律の定める基準に従ひ、官吏に関する事務を掌理すること。 

  

第 99 条 天皇又は摂政及び国務大臣、国会議員、裁判官その他の公務員は、この憲

法を尊重し擁護する義務を負ふ。  

 

 

国家公務員法 

 

第１条 この法律は、国家公務員たる職員について適用すべき各般の根本基準（職

員の福祉及び利益を保護するための適切な措置を含む。）を確立し、職員がその職

務の遂行に当り、最大の能率を発揮し得るように、民主的な方法で、選択され、

且つ、指導さるべきことを定め、以て国民に対し、公務の民主的且つ能率的な運

営を保障することを目的とする。  

２ この法律は、もつぱら日本国憲法第 73 条にいう官吏に関する事務を掌理する基

準を定めるものである。  

 

第 27 条の２ 職員の採用後の任用、給与その他の人事管理は、職員の採用年次及び

合格した採用試験の種類にとらわれてはならず、第 58 条第３項に規定する場合

を除くほか、人事評価に基づいて適切に行われなければならない。 

 

第 33 条 すべて職員の任用は、この法律及び人事院規則の定めるところにより、そ

の者の受験成績、勤務成績又はその他の能力の実証に基いて、これを行う。 

 

第 96 条 すべて職員は、国民全体の奉仕者として、公共の利益のために勤務し、且

つ、職務の遂行に当つては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。 


